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コンクリートの微細なひび割れ確認事象ついて 
 
 
１．事象の概要 

支持構造物（基礎ボルト）の点検において、定着部の健全性を確認するためコンクリ

ートの目視点検を実施したところ、「非常用ディーゼル発電設備（A）（B）（C）の機関お

よび発電機」のコンクリート部に微細なひび割れが確認されたため、ひび割れ状況を記

録し、基礎ボルトの設計情報を基に考察を行うことによって、本地震により発生したひ

び割れであるか評価を行った。 
評価の結果、確認されたひび割れは本地震によるものではなく、また当該コンクリー

ト部は健全であることを確認した。 
 

２．事象の原因 
点検の結果、確認されたひび割れは添付（１）の通りであった。地震により基礎コン

クリートが損傷する場合、以下の 2 通りの破壊パターンが考えられる。 
・ シヤプレートへの過大な引っ張り力によるコンクリートのコーン状破壊・・・① 
・ 基礎ボルトへの過大なせん断力によるコンクリートのコーン状破壊、あるいはボ

ルトとの複合破壊・・・② 
当該コンクリートに設置された基礎ボルトの設置位置と埋め込み深さから想定される

パターン①および②のひび割れ位置と比較すると添付（２）の通り、今回確認されたひ

び割れとは形状、発生位置が大きく異なっている。 
また、当該設備の基礎ボルト耐力とコンクリート耐力の関係は以下の通りとなり①、

②いずれの破壊パターンにおいても基礎ボルトが先行して損傷する設計となっているこ

とから、コンクリートが先行して破壊するものではない。 
 

 

非常用ディーゼル発電設備 
 基礎ボルト耐力  コンクリート耐力 想定される破壊モード 
引っ張り力 ３３１ｋＮ ＜ ７００ｋＮ 基礎ボルト塑性変形・破断 

機関側 
せん断力 １９１ｋＮ ＜ ３１８ｋＮ 基礎ボルトせん断破壊 
引っ張り力 ９４７ｋＮ ＜ １１０１ｋＮ 基礎ボルト塑性変形・破断 

発電機側 
せん断力 ５４７ｋＮ ＜ ８７８ｋＮ 基礎ボルトせん断破壊 

表１ 非常用ディーゼル発電設備における基礎ボルトとコンクリートの耐力比較 
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ここで、当該基礎ボルトについては、「４．４．２ 設備点検の結果」における目視点

検、打診試験により健全であることが確認されており、また「５．３．２ 構造強度評

価結果」における当該機器の地震応答解析による構造強度評価結果からも、以下の通り

評価基準値に対して十分に裕度があることを確認しているため、コンクリートについて

も本地震による損傷は発生していないと考えられる。 
 

※評価部位は，発生応力が最大となる部位とする。 
 
以上より、ひび割れの形状と発生位置、基礎ボルトとコンクリートの耐力比較、いず

れの観点においても、今回確認されたひび割れは本地震により発生したものではなく、

環境温度の変化などに起因する乾燥収縮が原因であると推測される。 
 

３．健全性評価 
乾燥収縮によるひび割れについては、表面のみに発生するものでありコンクリートの

構造強度に影響しない。発電機側の基礎ボルトについては予め計画する追加点検として

トルク確認を実施しており、その結果が「異常なし」であったことからもコンクリート

内部のシヤプレート付近に損傷がないと考えられる。 
よって、今回確認されたひび割れは構造強度に影響するものではなく、当該コンクリ

ート部は健全であると評価することができる。 
 

４．今後の対策 
以上により今回確認されたひびは微細であり、表面のみの発生と想定できることから、

構造強度上の影響は無いものと考えられる。 
 

５．添付 
（１） 非常用ディーゼル発電設備（A）（B）（C）の機関および発電機におけるコンク

リート部のひび割れ状況 
（２） 非常用ディーゼル発電設備（A）（B）（C）に想定される破壊パターンと確認さ

れたひび割れ状況 

評価対象設備 評価部位※ 応力分類 発生応力 
（MPa） 

評価基準値（ⅢAS） 
（MPa） 

ディーゼル機関 基礎ボルト せん断 ２３ １９５ 非常用ディー

ゼル発電設備 発電機 機関側軸受台

下部ベース取

付ボルト 

引っ張り ３８ １８０ 

表２ 地震応答解析による非常用ディーゼル発電設備の構造強度評価結果 
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支持構造物で確認された事象の概要について 

 

１．はじめに 

 ６号機の架構レストレイント，スナバ，ハンガー等の配管支持構造物に対して，こ

れまで，地震の影響が及ぶ可能性のある部位に着目した目視点検等を実施してきた。 

 設備点検の結果，3 件の事象（「給水加熱器ドレンベント系オイルスナバの曲がり」

「主蒸気配管レストレイントのひび」「主蒸気配管のメカニカルスナバの固着」が確認

された。以下にその内容を記す。 

 

２．事象の評価 

２．１ 給水加熱器ドレンベント系オイルスナバの曲がり 

（１）事象の概要 

支持構造物については，基本点検として目視点検を実施している。点検の結果，

給水加熱器ドレンベント系のオイルスナバ４台に本体と配管とを連結するターンバ

ックルロッド部の曲がりを確認した。（添付－１参照） 

 

（２）原因究明 

本地震の影響によってスナバの耐力以上の（軸力＋曲げ）荷重を受けたことで，オ

イルスナバ本体の中で強度的に弱いターンバックルロッド部が変形に至ったものと考

えられる。 

 

（３）健全性評価および対応策 

地震力によるオイルスナバの損傷として，当該損傷部以外に内部損傷による油漏

れ，球面軸受け部損傷，支持金物部損傷（架鋼の変形・割れ）および基礎定着部損

傷（プレート変形，コンクリート割れ等）が考えられるが，目視点検の結果，変形

等の異常は確認されず，隣接サポート，類似箇所においても異常は確認されていな

い。また，支持金物部，基礎定着部の溶接部および当該の配管部については，詳細

目視点検ならびに浸透探傷試験（配管，ラグ溶接部）を実施したが，いずれにおい

ても割れ等の異常は確認されていない。以上のことから，当該損傷部以外の箇所に

おいては，機能に影響を及ぼす異常はなかったものと考えられる。 

 なお，当該事象の対策として，当該オイルスナバの新製交換を実施した。 
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２．２ 主蒸気配管系レストレイントの脚部溶接部のひび 

（１）事象の概要 

主蒸気系配管のレストレイントの脚部溶接部 1 箇所にひびを確認した。（添付－２

参照） 
 

（２）原因究明  

レストレイントに変形等が確認されていないことから，原因究明のため，ひびの

面の表面観察および破面観察を実施した。ひび面の表面観察の結果，茶褐色の面で

あり腐食生成物の付着が確認されており，地震前からひびが存在していたと思われ

る。破面観察においては，溶接部止端部に沿った直線的なき裂であり，破面が比較

的平坦であること，破面上にストライエーション状模様が認められており，短期の

地震力により強制的に破断したときにみられる延性破面は認められなかった。 

当該レストレイントは，運転中の配管熱膨張に対して，配管軸方向および上下方

向への移動は拘束せず，軸水平方向に対して拘束するように設計されている。今回

ひびが確認された架鋼の脚部は，配管熱解析の結果，運転中熱荷重が常時加わる方

向にあり，そこに配管の流体振動が鋼材に伝わり，応力集中部である溶接止端部に

き裂が発生し進展したものと推定した。 

よって，今回確認されたひびは，高サイクル疲労により発生したひびであり，地

震による影響ではないと評価した。 

なお，今回確認されたひびが，流体振動による疲労と評価したため，主蒸気系（4
ライン）の同位置に設置されているレストレイントについて，類似箇所として浸透

探傷試験を実施した。その結果，1 箇所に浸透指示模様を確認し，破面観察を実施し

た結果，同様な疲労によるひびであったことが確認された。 

   

（３）健全性評価および対応策 

 レストレイント全体に変形がなかったこと，ならびに破面観察の結果，延性破面

が確認されていないことから，本地震時における配管支持機能は維持されていたも

のと考える。なお，支持している配管についても変形等は，確認されていない。 

 これまでの保全プログラムでは，配管系は，高サイクル疲労の影響を考慮してい

たが，今回の点検によって，レストレイントへの影響も確認されたことを受け，主

蒸気系の類似のレストレイントについて点検周期の見直しを行うなど，保全プログ

ラムの改善を行う。 
また，当該箇所については，念のため鋼材の開先加工後の溶接および仕上げ加工

を実施し，溶接強度の向上と応力集中の低減を図る。 
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２．３ 主蒸気配管のメカニカルスナバの固着 

（１）事象の概要 

メカニカルスナバの設備点検は，基本点検として目視点検を全数に対し実施する

とともに，予め計画する追加点検として，地震応答解析等によって裕度が比較的少

ないと判断された４１台に対し，低速走行試験を実施した。 

目視点検の結果，地震の影響と考えられる異常は確認されなかったが，タービン

建屋に設置された主蒸気配管のメカニカルスナバの３台について，低速走行試験の

結果，正常に動作しない事象が確認された（添付－３参照）。 

 

（２）原因究明 

分解点検を実施した結果，ボールねじ等の内部部品に変形および損傷等の異常は

確認されなかったが，ボールねじ・ボールナットを滑らかに作動させるために塗布

しているグリスの劣化（油脂分の蒸発による固化）が３台ともに確認された。 

本メカニカルスナバは，いずれも蒸気系配管を支持しており，高温環境下に設置

されている。高温環境下に設置されているメカニカルスナバは，通常環境下に設置

されるものに比べ，油脂分が蒸発しやすいことが分かっており，これらの影響によ

って，グリスの固着に至ったものと推定される。従って，当該事象については地震

の影響により発生したものでないと考えられる。 

 

（３）健全性評価および対応策 

 地震力によるメカニカルスナバの損傷として，球面軸受け部損傷，ボールネジ･ナ

ット損傷，支持金物部損傷（架鋼の変形・割れ）および基礎定着部損傷（プレート

変形，コンクリート割れ等）が考えられるが，目視点検の結果，変形等の異常は確

認されず，隣接サポート，類似箇所においても異常は確認されていない。また，追

加点検として，支持金物部および基礎定着部溶接部の浸透探傷試験を実施した結果，

異常は確認されていない。以上のことから，その他部位を含め，機能に影響を及ぼ

す異常はなかったものと考えられる。 

なお，メカニカルスナバの固着による影響として，高温位置で支持点が拘束され

ることによる配管の応力増加が考えられるが，メカニカルスナバが固着した条件で

配管の応力評価を実施した結果，許容応力以下であった。 
メカニカルスナバについては，通常実施している保全プログラムにおいて，計画的

に目視点検および低速走行試験を実施しているが，本事象に鑑み，高温部設置のメ

カニカルスナバについては，低速走行試験周期の見直し等，保全プログラムの改善

を行う。また，当該事象の対策として，各部の点検手入れおよびグリスの交換を行

い，復旧後，低速走行試験を実施し異常の無いことを確認した。 

以 上 
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ＳＮＯ－ＨＶ－Ｔ１０５状況         ＳＮＯ－ＨＶ－Ｔ１０７状況 

 

 

 

 

ＳＮＯ－ＨＶ－Ｔ１０９の状況      ＳＮＯ－ＨＶ－Ｔ１８６の状況 

 

 

 

 

 

 

添付－１ 

ターンバックルの変形 

オイルスナバ 

ターンバックルの変形 

ターンバックルの変形 

ターンバックルの変形 

給水加熱器ドレンベント系配管のターンバックル 

の曲がりが確認されたオイルスナバ 
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主蒸気配管のひびが確認されたレストレイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＲＥ－ＭＳ－Ｔ０１１の状況 

拡大外観確認および破面観察（ＳＥＭ）の結果 

 

                    

 

 

 

 

                     拡大外観図 

 

 

 

                    。 

  

 

                     破面観察（ストライエーション模様） 

 

添付－２ 

ひび確認箇所 

茶褐色面（腐食性生物） 

強制切断箇所 

割れ（赤線） 溶接部 

サポート 

切断面 

観察面 
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主蒸気配管の固着が確認されたメカニカルスナバ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＮM－ＭＳ－Ｔ０３３－１の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＮM－ＭＳ－Ｔ０３３－３の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＮM－ＭＳ－Ｔ０３４－１状況 

添付－３ 
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原子炉建屋クレーンで確認された事象の概要について 
 
 
１．事象の概要 
   各種機器の地震後の設備点検において，原子炉建屋クレーン（以下，「天井クレーン」という。）

の走行伝動用継手（以下，ユニバーサルジョイント（図１参照）という。）のクロスピンが破損し

ていることを確認した。その後の点検と合わせ，クロスピン計４つのうち，３つが破損しているこ

とを確認した（図２，表１参照）。なお，目視点検により異常が確認されなかった北側電動機側ク

ロスピンについては，浸透探傷検査を行い，異常のないことを確認した。 
 

 
 

 
 
 

Ａ部 

図１ 原子炉建屋天井クレーン構造 

走行駆動輪（北側） 
（ユニバーサルジョイント） 

走行駆動輪（南側） 
（ユニバーサルジョイント） Ａ 

脱線防止ラグ 

減速機 電動機 ブレーキ 

ユニバーサルジョイント 
ユニバーサル  

ジョイント 

走行駆動輪 

レール 

クロスピン 
（破損箇所） 

北側ユニバーサルジョイン 南側ユニバーサルジョイン

A:北側車輪側（北－Ｓ） 

クロスピン 

破断面 

Ｂ:南側車輪側（南－Ｓ） 

クロスピン 

破断面 

Ｃ:南側電動機側（南－Ｇ） 

クロスピン 

破断面 

図２クロスピン破損状況 
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表１ ユニバーサルジョイント・クロスピン状態 
ユニバーサルジョイント クロスピン 状態 

車輪側 × 
北側 

電動機側 ○ 
車輪側 × 

南側 
電動機側 × 

        ○：異常なし ×：異常あり（破損） 
 
２．原因究明 

（１） 破面観察（図３参照） 
  破損したクロスピンの取外・分解を行い，走査型電子顕微鏡による破面観察を実施した。破面

は，破面同士が接触したことによるものと考えられる「潰れ」が多いが，一部潰れていない破面

が認められたため，その部分を中心に観察を実施した。 
  破面の大半は若干の延性破面が混在した擬へき開破面＊1であった。また，延性破壊の様相を示

すディンプル模様＊2が認められた。これらにより今回の破断はいずれも大きな荷重が負荷された

ことによるものと判断される。 
  なお，いずれの破面においても金属疲労を示す様相や，腐食の痕跡を示すサビなどの付着はな

く，今回の破損以前に疲労や腐食などの劣化がなかったことが示された。 
 
 ＊１ 若干の塑性変形を伴った過大荷重等により脆性的に破壊が生じた際に見られる破面形態。 
 ＊２ 多数の凹みが観察される，延性破面のミクロ的特徴。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

フランジ側：０°

９０°

ニップル側：１８０°

２７０°

車輪取り合いフランジ側
に向かって見る

天：０°

９０°

地：１８０°

２７０°

ニップル側：１８０°

フランジ側：０°

９０° ２７０°

ニップル

③

④

②

①

東西

北－S①破面

北－S③破面
180°

270° 

90°

0° 

 

Ａ 

トルクが作用する方向 

Ａ方向から見た破面 

トルクが作用する方向 

擬へき開破面 粒界状の様相

ディンプル 

潰れた様相 

潰れた様相 

擬へき開破面

粒界状の様相

図３ 破面観察結果 
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（２） 地震応答解析 
  天井クレーンの地震時の挙動を解析で再現した結果，ユニバーサルジョイントに発生した応力

は，材料強度を上回ることが確認された（表２参照）。 
 

表２ 破断部での発生応力と材料強度の比較 
６号機 

 
北側駆動輪 南側駆動輪 

クレーン自重[t] 310 
破断部での発生応力[MPa] 1,520 1,741 
損傷部材の引張強度[MPa]＊ 1,017 

材料引張強度[MPa]（ＪＩＳ） 930 以上 
   ＊ 損傷した北側駆動輪のクロスピンから得られた試験片に対する引張試験により確認。 
 

（３） 事象発生の原因 
    以上の調査結果から，本事象は，新潟県中越沖地震によりユニバーサルジョイントに材料強度

を上回る過大なトルクが発生したことが原因であると判断される。事象発生のメカニズムは以下

の通りである。 
・ 地震発生時，天井クレーンは停止している状態であり，走行駆動輪にはブレーキ（電動機

側に設置されている）が掛かっている状態であった。 
・ 地震動により，天井クレーンの走行車輪にブレーキが掛かった状態で，強制的にクレーン

の走行方向の力が発生した。 
・ クレーンの走行方向の力により走行車輪に回転しようとする力が作用したが，相反する電

動機側の回転を阻止する力（ブレーキ）の作用により，走行車輪と電動機の間に位置する

ユニバーサルジョイントに過大なトルクが発生し，クロスピンが破損した。 
 
３．健全性評価及び対応策 

今後の対策については以下の観点から，破損したクロスピンを含むユニバーサルジョイント４箇

所（破損してない箇所も含む）の新製交換を行った。 
・ ユニバーサルジョイント部については，走行機能を目的としたものであり，ノンクラスで

設計されている。 
・ 当該部が損傷することで発生応力が緩和され，減速機や電動機等の重要部位の損傷が回避

された側面がある。 
・ 当該部損傷により，構造的に部品の落下する可能性はほぼ無いと考えられる。 

 
なお，原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＣ４６０１・補－１９８４）における，原子炉建

屋クレーンの設計要求は以下の２点であり，本事象は設計要求を逸脱する事象ではない。 
・ 耐震Ｂクラス設計である。 
・ クレーンが基準地震動Ｓ１に対し落下しない。 
 

ただし，天井クレーンは，原子炉開放等オペフロ作業に必要になる設備であることから，早期復

旧の観点から予備品を確保することとする。 
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主タービンで確認された事象の概要について 
 

 

１．事象の概要 

 

柏崎刈羽原子力発電所６号機（以下６号機）における蒸気タービンは，駆動源および内包する流体が

蒸気であるため，プラント停止中に作動試験や運転圧による漏洩確認ができない設備であることから，

予め計画する追加点検（分解点検）を実施し，確認された主な不適合は以下の通り。 

 （１）高，低圧タービンの動翼と静翼の接触 

・ 高，低圧タービンの一部に動翼と静翼の接触痕等が確認された。６号機では，静翼と動翼の接

触による光沢のみが確認された。同型のタービンである柏崎刈羽原子力発電所７号機（以下７

号機）では，静翼と動翼の摩耗が確認されており静翼と動翼の接触による被害状況は７号機と

比較すると軽微であった。（別紙－１－１，２参照）。 

・ ６号機の高圧タービンと低圧タービンの静翼と動翼の接触による被害状況を比較すると，低圧

タービンより高圧タービンの被害が小さいと確認された。同型である７号機のタービンと同様

な傾向であった。 
・ 低圧タービン(A) (B) (C)の同じ段落の静翼と動翼の接触による被害状況を比較すると，スラス

ト軸受（主タービンの軸を軸方向に拘束する軸受）から離れるほど，被害が小さいと確認され

た。同型である７号機のタービンと同様な傾向であった。 

  （２）オイルシールリング，中間軸受台の損傷（別紙－２参照） 

・ スラスト軸受（主タービンの軸を軸方向に拘束する軸受）に取付られているオイルシールリン

グの折損が確認された。同型である７号機のタービンについても同様な被害が確認されている。 

・ 中間軸受台の固定キー（中間軸受台を基礎に固定）に変形が確認された。同型である７号機の

タービンについても同様な被害が確認されている。同型である７号機のタービンについても同

様な被害が確認されている。 

（３）ジャーナル軸受および軸受油切り，タービンロータの損傷（別紙－２参照） 

・ ジャーナル軸受（主タービンの軸荷重を支持する上下２分割の軸受）の上・下半側に軽微な接

触痕が確認された。同型である７号機のタービンについても同様な被害が確認されている。 

・ 軸受油切の歯（軸受台内の潤滑油漏洩防止）とタービンロータに軽微な接触痕が確認された。 

  （４）動翼フォーク部（翼植込み部）の磁粉指示模様（別紙－３参照） 

７号機低圧タービン（Ｃ）第１４段の動翼フォーク部に2本の折損が確認されるとともに，磁粉

指示模様が確認されたため，６号機低圧タービン第１４段から第１６段まで翼植込み部の目視点検

および非破壊検査を行った結果，第１４段，第１６段に磁粉指示模様が確認された。（第１４段：１

３７枚／９１２枚，第１６段：５枚／７８０枚）。 

 

２．原因究明 

７号機のタービンの静翼と動翼の接触の傾向については「７号機新潟県中越沖地震後の設備健全

性に係る点検・評価に関する報告書（機器レベルの点検・評価報告）平成２０年９月１９日」にて

報告したとおり，基礎から静翼と動翼へ地震の揺れの伝わり方が，支持方法の違いにより，高圧タ

ービンと低圧タービンに違いがあること，低圧タービンの動翼と静翼の間隔（クリアランス）が熱

伸びを考慮しており，低圧タービン(A) (B) (C)で違いがあることが原因と推定された。６号機につ

いても同様な傾向が確認されており，７号機と同じ原因であると推定される。 

 ７号機には静翼と動翼については回転中に接触したものと考えられる摩擦が確認されているが，

６号機では摩耗は確認されず，接触のみにより発生したと考えられる光沢が確認された。これは，

７号機は地震発生前まで蒸気タービン翼は１５００ｒｐｍにて運転中であったのに対して６号機

は停止中であり回転していなかったことによるものと考えられる。 

 ７号機の静翼と動翼の接触事象について解析を行った結果として，高圧タービンはスラスト軸受
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けの変移の寄与が大きく，低圧タービンについては，スラスト軸受けと低圧内部車室固定キーの寄

与が大きいと確認された。７号機が運転中であったのに対して，６号機のタービンは停止中であっ

たことから，損傷には違いがあったが，６号機は７号機と同じ設計であり，静翼と動翼の設計間隙

と動翼の重量はほぼ同じであり，ほぼ同様な損傷の傾向がみられたことから，静翼と動翼の接触事

象に関するメカニズムは７号機の解析の結果と同様であると考えられる。 

 

３．健全性評価および今後の対応 

・ 高・低圧タービンの動翼－静翼の接触，オイルシールリングおよび中間軸受台の損傷，ジャー

ナル軸受および軸受油切りの損傷については，地震の影響により発生したものと考えられる。

各部の機器の損傷に応じて取替えまたは補修を行うこととする。 

・ オイルシールリングおよび軸受油切り歯の取替，中間軸受台キーの修理，ジャーナル軸受およ

びタービンロータの手入れ修理を実施する。 

・ 動翼フォーク部（植え込み部）の磁粉指示模様については，破面観察等の結果から金属疲労を

示す様相が確認されており，地震影響では無いことが確認された。今後の対応については「柏

崎刈羽原子力発電所６，７号機低圧タービン動翼フォーク部の損傷について：平成２０年９月」

にて報告済み。 
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別紙－１－１ 
 

高圧タービン動翼および静翼の接触痕（光沢のみ）

ロータシャフト

シュラウドリング

ダイヤフラム

1S 2S 3S 4S 5S 6S 7S 8S 9S

第８段発電機側シュラウドリング

緑色：静翼
黄色：動翼
　：当該事象部位

緑色：静翼
黄色：動翼
　：当該事象部位 第９段発電機側ダイヤフラム

タービン側

発電機
高圧
車室

低圧車室
（Ｃ）

発電機側

低圧車室
（Ｂ）

低圧車室
（Ａ）

高圧タービン 静翼 ダイヤフラム タービン側 1,2,3,4,5,6,7,8,9
発電機側 3,4,5,6,7,8,9

ラジアル タービン側 2,5
スピルストリップ 発電機側 2,5,7,8,9

動翼 シュラウド タービン側 1,2,3,4,5,6,7,8,9
発電機側 1,3,4,5,6,7,8,9,

部位 段落数

※発電機側

低圧（A）タービン動翼および静翼の接触痕（光沢のみ）

タービン側

発電機 高圧
車室

低圧車室
（Ｃ）

発電機側

低圧車室
（Ｂ）

低圧車室
（Ａ）

ﾗｼﾞｱﾙｽﾋﾟﾙｽﾄﾘｯﾌﾟ

シュラウドリング
ｼｭﾗｳﾄﾞ

ロータシャフト

15S 16S14S13S12S11S10S

緑色：静翼

黄色：動翼

　：当該事象部位

緑色：静翼

黄色：動翼

　：当該事象部位

ダイヤフラム

第１１段タービン側ダイヤフラム 第１４段タービン側シュラウドリング

低圧タービン 静翼 ダイヤフラム タービン側 10,11,12
発電機側 10,11,12

ラジアル タービン側 10,13,15
スピルストリップ 発電機側 10,15

動翼 シュラウド タービン側 10,11,12,14,15
発電機側 10,11,14,15

部位 段落数

※発電機側
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別紙－１－２ 

低圧（Ｂ）タービン動翼および静翼の接触痕（光沢のみ）

タービン側

発電機 高圧
車室

低圧車室
（Ｃ）

発電機側

低圧車室
（Ｂ）

低圧車室
（Ａ）

ﾗｼﾞｱﾙｽﾋﾟﾙｽﾄﾘｯﾌﾟ

シュラウドリング
ｼｭﾗｳﾄﾞ

ロータシャフト

15S 16S14S13S12S11S10S

緑色：静翼
黄色：動翼
　：当該事象部位

緑色：静翼
黄色：動翼
　：当該事象部位

ダイヤフラム

第１１段タービン側ダイヤフラム 第１３段タービン側シュラウドリング

低圧タービン 静翼 ダイヤフラム タービン側 10,11,12
発電機側 10,11,12

ラジアル タービン側 10,11,12,13
スピルストリップ 発電機側 10,11,12,13

動翼 シュラウド タービン側 10,11,12,13
発電機側 10,11,12,13

部位 段落数

※発電機側

低圧（Ｃ）タービン動翼および静翼の接触痕（光沢のみ）

タービン側

発電機 高圧
車室

低圧車室
（Ｃ）

発電機側

低圧車室
（Ｂ）

低圧車室
（Ａ）

ﾗｼﾞｱﾙｽﾋﾟﾙｽﾄﾘｯﾌﾟ

シュラウドリング
ｼｭﾗｳﾄﾞ

ロータシャフト

15S 16S14S13S12S11S10S

緑色：静翼
黄色：動翼
　：当該事象部位

緑色：静翼
黄色：動翼
　：当該事象部位

ダイヤフラム

第１０段発電機側ダイヤフラム 第１２段発電機側シュラウドリング

低圧タービン

発電機側

発電機側 10,11,12

10,11,12

部位 段落数

動翼

静翼

シュラウド

ダイヤフラム

※発電機側
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別紙－２ 

オイルシールリング，中間軸受台等の損傷 

オイルシールリング，中間軸受台損傷状況

●６号機　オイルシールリング損傷状況

●６号機　中間軸受台損傷状況

高圧車室上半

①

中間軸受台

中間軸受台基礎部

高圧車室下半

高圧車室上半

①

中間軸受台

中間軸受台基礎部

高圧車室下半

中間軸受台キー変形

オイルシールリング折損

タービン軸

スラスト軸受
オイルシールリング

中間軸受台

第10段タービン側　シュラウド部

ジャーナル軸受及び軸受油切り、タービンロータの損傷状況

●６号機　ジャーナル軸受及び軸受油切り、タービンロータの損傷状況

ジャーナル軸受の軽微な接触痕

軸受油切りの軽微な接触痕

タービン軸（タービンロータ）の軽微な接触痕
接触痕

接触痕

軸受油切

ジャーナル軸受

タービン軸（タービンロータ）

軸受ケーシング

概略図

高圧タービン 低圧タービン(A) 低圧タービン(B) 低圧タービン(C)スラスト軸受

ジャーナル軸受

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8

発
電
機

ジャーナル軸受の接触痕

油切り・タービンロータ接触痕



6 

別紙－３ 
動翼フォーク部（翼植え込み部）の一部折損状況 

 
 

 
 
 

低圧タービン（Ｃ）低圧タービン（Ｂ）低圧タービン（Ａ）

16

1011
12

13

14
15

高圧
タービン 発電機

０枚 ／15212枚 ／152指示模様

０枚 ／１５2０枚 ／152折　　損

０枚 ／15212枚 ／152指示模様

０枚 ／１５2０枚 ／152折　　損

28枚 ／15263枚 ／152

０枚 ／152０枚 ／152

28枚 ／15263枚 ／152

０枚 ／152０枚 ／152

：点検範囲

６号機　動翼点検状況（動翼折損に伴う目視・非破壊検査終了済み）

■第14段

33枚 ／152１枚 ／152

０枚 ／152０枚 ／152

33枚 ／152１枚 ／152

０枚 ／152０枚 ／152

■第15段

■第16段

０枚 ／126０枚 ／126指示模様

０枚 ／126０枚 ／126折　　損

０枚 ／126０枚 ／126指示模様

０枚 ／126０枚 ／126折　　損

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／126０枚 ／126

０枚 ／130０枚 ／130指示模様

０枚 ／130０枚 ／130折　　損

０枚 ／130０枚 ／130指示模様

０枚 ／130０枚 ／130折　　損

０枚 ／130１枚 ／130

０枚 ／130０枚 ／130

０枚 ／130１枚 ／130

０枚 ／130０枚 ／130

０枚 ／130４枚 ／130

０枚 ／130０枚 ／130

０枚 ／130４枚 ／130

０枚 ／130０枚 ／130

16
14

15

（タービン側） （発電機側）

10
12

13
11

16
14

15
16

14
15

16
14

15
16

14
15

1011
12

13

10
12

13
11 1011

12
13

10
12

13
11

（タービン側） （発電機側） （タービン側） （発電機側）

137枚／912枚（総数）

０枚／912枚（総数）

137枚／912枚（総数）

０枚／912枚（総数）

■合計

０枚／756枚（総数）

０枚／756枚（総数）

０枚／756枚（総数）

０枚／756枚（総数）

５枚／780枚（総数）

０枚／780枚（総数）

５枚／780枚（総数）

０枚／780枚（総数）

ピン穴端部

磁粉探傷検査　
指示確認箇所

フォーク外側部分

14段動翼フォーク部（翼植込み部）の指示模様

ピン穴端部

磁粉探傷検査　
指示確認箇所

フォーク外側部分

1６段動翼フォーク部（翼植込み部）の指示模様
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主発電機に確認された事象の概要について 
 
 
１．事象の概要 

 主発電機は，駆動源が蒸気でありプラント停止中に作動試験等が出来ない設備であるこ

とから，予め計画する追加点検（分解点検）を実施し，主な不適合として以下を確認した。 
（１）軸受廻りにおいて，軸受メタル摺動面に回転子軸との接触傷および非破壊検

査（ＰＴ）にて欠陥を確認 
（２）ブラシホルダー廻りにおいて，コレクタハウジング防風板およびコレクタ

ファンシート等に回転子軸との接触，ハウジング内排気ダクトのボルト緩み

等を確認 
（３）キー部・基礎ボルト部において，センターキーの変形等およびライナーの飛

び出し等を確認 
 
２．原因究明 

 これら不適合のうち，軸受廻りやブラシホルダー廻りで確認された接触等は，主発電機

の回転子および固定子フレームが揺れたことにより発生したものであり，地震による影響

と判断した。 
また，キー部・基礎ボルトの不具合は，主発電機の固定子フレームが揺れたことにより

脚部に荷重がかかったものと考えられることから，地震による影響と判断した。 
 
３．健全性評価および対策案 

 軸受廻りのうち軸受メタル摺動面の傷および欠陥については，程度は軽度なものであり，

即，発電機の運転継続に支障をきたす事象ではなく，軸受廻りに求められる回転機能に影

響するものではない。 
 ブラシホルダー廻りでは，損傷の確認された部位が主要な機能を担う部位ではなく，ま

た損傷の程度も軽度なものであったことから，ブラシホルダー廻りに求められる出力性能

に影響はない。 
 基礎部では，基礎ボルトの目視点検・打診試験により異常がないことが確認されている

ため，基礎部に求められる構造強度への影響はない。 
 これらの対策案としては，軸受メタルについては傷や欠陥部位の修理を実施し，また回

転子軸と接触したブラシホルダー廻り部品及び基礎部のキーやライナーについて交換・補

修を実施した。 
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ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ

ﾌﾚｰﾑ

固定子

回転子

軸受廻り(ⅰ）

ﾌﾞﾗｼﾎﾙﾀﾞｰ廻り

キー部（カバー内部）

 

主発電機外形図 

（１） 

（２） 

（３） 

 

 
（軸受廻り）軸受メタル 

 

各部の不適合状況 

（キー部・基礎ボルト部） 
センターキー 

（１） 

（ブラシホルダー廻り） 
コレクタハウジング防風板 

（２） 

軸受メタル摺動面 

防風板 

回転子軸 

接触痕 

 

（キー部・基礎ボルト部）調整ライナー

（３） 発電機脚板 

ライナー 

飛び出し 

センターキー 
発電機脚板 

変形 

（３） 

傷の例 
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タンク 

内部金物 

鉄 心 

冷却器 

ブッシング 

巻 線 

巻 線 

鉄 心 
絶縁物 

絶縁物のずれ 

 
 

主変圧器で確認された事象の概要について 
 
 

１．事象の概要 
主変圧器は，内部の健全性を評価するために予め計画する追加点検として，メーカー工場

に持ち帰り，分解点検を実施した。その結果，巻線部において絶縁物の一部にズレが確認さ

れた。 
 

２．原因究明 
当該絶縁物は，巻線間の距離や巻線間を流れる油の油道寸法を保持する目的で，巻線間の

半径方向に直線状に配置されているものであるが，揺れによるものと考えられる配列のズレ

が生じていることから，地震の影響によるものと判断した。 
 

３．健全性評価および対応策 
     絶縁物の配列ズレであり，分解点検の結果，巻線変形等の異常は認められていないことか

ら，本事象は絶縁性能等に影響を与えるものではないと判断した。正規の状態に復旧するた

め，絶縁物を元の位置に復旧した。 



1 

 
 
 

制御棒駆動機構と制御棒の結合部で確認された事象の概要について 
 
 

１．事象の概要 
新潟県中越沖地震後の設備健全性の確認で制御棒駆動機構（全２０５本，以下「ＦＭＣＲ

Ｄ」という。）の作動試験（カップリングチェック，フリクション試験，常駆動試験，大気

圧緊急挿入試験）を実施していたが，１本のＦＭＣＲＤ（制御棒座標（以下，「Ｌ／Ｎ」と

いう。）：１８－１９）のカップリングチェックにおいて「結合不良」を示す「アンカップル」

表示が確認された。（添付―１参照） 

   原子炉内部より水中カメラで確認した結果，制御棒駆動機構と制御棒（以下，「ＣＲ」と

いう。）の損傷は確認されなかったが，カップリングされていないことが確認された。 
 

２．原因究明 
カップリングを外すには，カップリング部を損傷させるか，ＦＭＣＲＤもしくはＣＲを回

転させる必要がある。当該カップリング部およびＦＭＣＲＤ等に特段の異常は確認されな

かったこと，新潟県中越沖地震発生時のようにＣＲの周囲に燃料が装荷されている場合は，

ＣＲが回転することはないことから，地震の影響でカップリング部の外れが発生したもの

ではない（添付―２参照）。 

ＦＭＣＲＤの分解点検作業履歴等を調査した結果，地震前の定検時（平成１９年）の当該

ＣＲの取付作業時にカップリング部を適切に結合できず，また，その後に実施された当該

ＣＲのカップリングチェックの際に結合不良であることを確認できていなかったものと推

定された。 

以下に結合不良が発生し，それが発見できなかった推定メカニズムについて記載する。 

 

（１） ＣＲ取付作業時のＣＲ結合不良 

① インターナルポンプホイスト（以下ＲＩＰホイスト）を巻き下げ，ＣＲつかみ具荷

重計の値が減少し中空ピストンにＣＲの荷重の一部がかかることで，ＣＲが中空ピ

ストンに着座したことを確認しＲＩＰホイストを停止するが，今回は中空ピストン

に荷重がかからない状態でＲＩＰホイストを停止した。 

② ＣＲを約４５度回転させた位置がカップリングの嵌め合い位置であり，本来はＣＲ

つかみ具荷重計の値が上昇しＣＲの荷重に戻ることでその位置を把握するが，今回

は①で中空ピストンにＣＲの荷重がかかっていなかったため，ＣＲつかみ具の荷重

計の値に変化はなく，水中カメラからの目視により回転が約４５度であることを確

認し，ＣＲが嵌め合い位置になったと判断した。 

③ 本来上記のようにＣＲを嵌め合い位置まで回転させた後，①と同様にＣＲつかみ具

荷重計にてＣＲの荷重の一部が中空ピストンにかかるところまでＲＩＰホイストを

巻き下げＣＲと中空ピストンを嵌め合わせるが，今回は②の結果ＣＲが嵌め合い位

置ではない状態でＲＩＰホイストを巻き下げた結果，ＣＲが中空ピストンから浮い

た状態までしか下げられなかった。 

④ ＣＲと中空ピストンが嵌め合っていると誤判断したまま，ＣＲが中空ピストンから

浮いた状態でＣＲを９０度まで回転させ操作を終了したため，結合不良となった。 
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（２） ＣＲ取付作業後のカップリング確認不良 

カップリング確認の際の判定目安値（約７０６～４９０Ｎの荷重の変化する値）をＢ４

ＣのＣＲ荷重である７０６Ｎと思い違いしたことにより，カップリング確認の判定を誤判

断した。 

（３） カップリングチェック時の確認不良 

    カップリングチェックに先立って，制御棒分離検出信号（ラッチ）を解消していなかっ

たことから，正しい判定ができなかった。 

 

３．健全性評価および対応案 

当該ＦＭＣＲＤは，カップリング部が結合されていなかったことから，必要な機能を有して

いないと判断した。 

ＣＲとＦＭＣＲＤが適切に結合していれば運転中にこれが外れることはない。したがって，

定期検査等においてＣＲとＦＭＣＲＤの結合を外した場合には，確実にカップリング部が結合

していることを確認する必要がある。このため対策にあたっては，中長期的には結合不良の発

生を防止するための設備的な対策を講じることとするが，当面は定期点検等に伴うＣＲの取

付・取外作業において，カップリング部を確実に結合させるための諸対策を講じることとする。 
今後とも調査を継続し，それらの結果等を踏まえ詳細検討を実施していく。 

 

具体的な対策は以下のとおり。 

（１） 短期的対策 

  ①カップリング部が適切に結合出来なかったことに対する対策 
・ カップリング作業についてチェックシートの見直しを実施 

¾ ラッチ状態の判定，カップリング確認等作業上重要なポイントの明確化，荷重計読

み値・判定基準を作業手順に明確に記載 

¾ 重要な荷重計の確認についてはダブルチェック出来るように作業体制を変更 

¾ ３Ｈ作業に配慮した作業イメージ添付等による作業員理解度向上 

・ カップリング部の結合状態を確実に確認すべく，水中カメラによりカップリング部の状

況を直接確認（当面の対応） 

②カップリングチェックが正しく判定できなかったことに対する対策 

・ カップリングチェックについてチェックシートの見直しを実施 

¾ ＣＲ取替・ＦＭＣＲＤ点検各々の作業に適したチェックシートを作成 

¾ 制御棒分離検出信号が発生している場合には，制御棒分離検出信号を解消してから

カップリングチェックすることをチェックシートに明記 

・ カップリングチェックの重要性に鑑み，カップリングチェックを定期事業者検査と位置

づけて実施 

・ カップリングチェックの重要性に鑑み，保安規定にＣＲとＦＭＣＲＤが結合しているこ

との確認行為について記載 

（２） 中長期的対策 

  ①カップリング部が適切に結合出来なかったことに対する対策 

・ 作業性を考慮し，ＣＲ取替装置の改善を検討 

②カップリングチェックが正しく判定できなかったことに対する対策 

・ 制御棒分離検出信号の発生状態においてカップリングチェックに移行出来ないようなイ

ンターロックを設置 
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Ｌ／Ｎ１８－１９結合不良の発生原因調査について 
 
 

制御棒とＦＭＣＲＤとのカップリング部は，ＣＲあるいはＦＭＣＲＤを４５度回転させな

ければ着脱できない回転式結合機構（添付２－１参照）となっているため常に連結状態が維

持されている。よってＦＭＣＲＤ自体が回る，もしくはＣＲ自体が回る以外は，カップリン

グ部が損傷しない限り結合不良になるとは考えられないが，今回，水中カメラにて当該ＦＭＣ

ＲＤとＣＲのカップリング部に損傷がないことを確認（添付２－２参照）したことから地震の影

響の可能性はない。 
 

上記の通り，ＦＭＣＲＤとＣＲが結合した状態から結合不良の状態にするためには，

構造上，どちらかが４５度回転しなければ結合不良状態にはならない。具体的には，以

下のパターンが考えられることから，それぞれ考察した。 
 
① ＣＲ自体が４５度回転すること 

そもそも，ＣＲ上端は，全引抜状態でも，燃料支持金具（以下「ＦＳ」という）よりも高

い位置にある。ＦＳは炉心支持板と位置決めピンにて固定されていることからＣＲが回転す

ることはない。（添付２－３参照） 
② ＦＭＣＲＤ自体が４５度回転すること 

ＣＲとＦＭＣＲＤのカップリング部はＣＲと中空ピストンを相対的に４５度回転させるこ

とにより結合させているが，据付状態におけるＣＲと中空ピストンの相対的な回転可能角は

高々約２．５度（ＣＲ約１．５度＋中空ピストン約１度）であり，結合不良を生じる回転角

４５度と比べて十分小さい値である。従ってＣＲ及び中空ピストンの構造上，据付状態での

結合不良は発生しない。（添付２－４参照） 
 

以上より，炉内で，ＦＭＣＲＤとＣＲが結合した状態から結合不良状態になる可能性

はなく，ＣＲ取替等の作業時において結合不良の状態になったと考えられる。 
 

 

添付２
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ＦＭＣＲＤカップリング部の構造図 

  

カップリング部 

カップリング操作説明図 

ＦＭＣＲＤカップリング部 
（ＦＭＣＲＤ側カップリング部） 

ＣＲカップリングソケット 
（ＣＲ側カップリング部） 

ＦＳ 

ＣＲ 

ＣＲ案内管 

ＦＭＣＲＤハウジング 

添付２－１

ＣＲカップリングソケットを回転 ＣＲカップリングソケットを
挿入状態から45度回転

ＣＲカップリングソケットを
ＣＲＤ中空ピストンへ挿入

ＣＲソケット

バイオネットカップリング

ＣＲカップリングソケットを回転 ＣＲカップリングソケットを
挿入状態から45度回転

ＣＲカップリングソケットを
ＣＲＤ中空ピストンへ挿入

ＣＲソケット

バイオネットカップリング

ＦＭ

45 度 

ＦＭＣＲＤカップリング部 

ＣＲカップリング 

ソケット 

ＣＲカップリングソケットを 
ＦＭＣＲＤカップリング部へ挿入 

ＣＲカップリングソケットを回転 ＣＲカップリングソケットを 
挿入状態から４５度回転 

ＣＲカップリング 
ソケット 
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ＣＲ側カップリング部 

ＦＭＣＲＤ側カップリング部 

添付２－２

当該ＣＲおよびＦＭＣＲＤのカップリング部状況 
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ＣＲ 
（全引抜状態） 

ＦＳ 

ＣＲとＦＳの関係（L/N10－15 の例） 

ＦＳよりＣＲ上端が約２６cm
高いため回転することはない。

ＦＳ構造図 

ＦＳは炉心支持板と位置決め

ピンにて固定されており回転

することはない。 

炉心支持板 

位置決めピンとの

固定箇所 

当該ＦＳ 
(写真上が L/N18-19) 

当該ＣＲ 当該ＦＳ 

添付２－３
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約 1 度 

約 1．5 度 

中空ピストン回転可能角 

中空ピストン 
下部にボールナットとのカップリ

ング部がある。（ＣＲ挿入時はボー

ルねじが回転し、ボールナットは

回転せずに押し上げられるのみ） 

ボールねじ 
（ＣＲ挿入時はこのねじが回転

し、ボールナットを押し上げる）

ローラ 

ガイドチューブ 

ガイドプレート（中空ピストン回り止め） 

中空ピストンの最上部がカップリ

ング部であり、中空ピストンはガ

イドチューブと一体のガイドプレ

ートで回り止めされているため、

ガイドチューブごと回さなければ

カップリング部も回らない。 

ＣＲ回転可能角 

ＣＲ 

燃料チャンネル 

隙間 
（図中の白い部分）

 

燃料支持金具 

ダブルブレードガイド 

制御棒 

引抜 

ＦＭＣＲＤ構造図 

ＣＲ 
ＦＳ 

ＣＲ案内管 

添付資料２－４

バイオネット 
カップリング 

ラビリンスシール 

中空ピストン 

バッファ機構 

ハウジング 

原子炉圧力容器底部 

スクラム位置検出 
プローブ 
スクラム位置検出 
マグネット 

ボールナット 

full－in 検出マグネット 

full－in 検出プローブ 

駆動軸 

軸封ハウジング 
スプールピース 

電動機 

アウターチューブ

ボールねじ

ガイドチューブ

ラッチ機構

そう入配管

ボール逆止弁

分離検出
マグネット

コイルスプリング

分離検出
プローブ

スクラム弁

N２容器

アキュム
レータ 

他
の
制
御
棒
駆
動
機
構
へ

点線部分の断面図 
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 制御棒の引き抜き不良事象の概要について 

 
１．事象の概要 
  6 号機において炉内点検のため燃料取り出し作業を行っていたが，燃料を取り出

した後に制御棒の引き抜き作業を行っていたところ，2 本（ロケーション 26-43，
38-43）の制御棒が引き抜けない事象が発生した。その後，予め定めた以下の手順

により，制御棒を引き抜くことができた。 
制御棒は，通常の引き抜き・挿入操作は「電動駆動」により行い，緊急挿入（ス

クラム動作）は「水圧」により行う仕組みとなっているが，制御棒駆動機構の構造

上想定される不具合について，あらかじめ復旧するための手順を定めている。今回

もその手順に則り，当該制御棒を通常の引き抜き操作（電動）を行った後，スクラ

ム動作により制御棒駆動機構に水圧をかけ，その後再度，通常の引き抜き操作を実

施し，引き抜くことが出来た。 
なお，地震発生時，6 号機は，定検停止中であり制御棒は全挿入状態であった。 
また，本事象は，7 号機でも 1 本の制御棒に同様な事象が確認されている。 

 
２．原因究明 
２．１ 引き抜き事象における制御棒駆動機構の動き 
  制御棒は下端で中空ピストンの上端と結合しており，中空ピストンはボールナッ

トに自重で乗っている構造となっている。制御棒引き抜き操作の際は，モーターに

よりボールねじを回転させることにより，ボールナットを下方に移動させ，中空ピ

ストンおよび制御棒が引き抜かれる。制御棒の引き抜き不良事象時には，制御棒は

中空ピストンと一体で制御棒駆動機構内のラッチ機構により原子炉内に保持され

ていたと考えられる。その際，制御棒駆動機構内のボールナットとは分離した状態

となっている。次にスクラム動作により，高圧水が制御棒駆動機構を通じて炉内に

通水される。その後，ボールナットが中空ピストンに追従して上方に移動し，図２

に示すようにボールナットの上端がスプリング力で押し付けられているラッチを

ラッチ用溝から外すことにより，中空ピストン及び制御棒がボールナットと一体で

引き抜き可能な状態となる。 
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図１ 概略図 

ラビリンス

シール 
（狭 部

図２ 制御棒駆動機構におけるラッチ動作説明図 
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２．２ 原因調査 
事象の原因として，原子炉内または制御棒駆動機構の狭隘部における摩擦抵抗の

増加が考えられることから，原子炉内の機器である制御棒，燃料支持金具，制御棒

案内管および制御棒駆動機構の点検を実施した。結果は以下のとおりである。 
 
・ 制御棒駆動機構については，分解点検の結果，明らかに中空ピストンとボール

ナットが分離する要因となる傷や損傷，曲がり，異物は確認されなかった。 
・ 制御棒については，水中カメラにより，制御材の保持や制御棒の挿入が阻害さ

れるおそれのあるき裂・変形，その他欠陥がないことを確認した。 
・ 燃料支持金具，制御棒案内管については，水中カメラにより変形，脱落および

異物がないことを確認した。 
 
以上より，制御棒駆動機構，制御棒，燃料支持金具，制御棒案内管において，い

ずれも有意な変形，異物が無いことを確認した。 
このことから，他の原因として，クラッド（鉄さび等の金属不純物）等の干渉に

より，一時的に制御棒駆動機構内の摩擦抵抗が増大したことによる発生を推定した。

今回の停止では，通常のプラント停止時に比較して，パージ水（異物混入防止用に

通常運転中に制御棒駆動機構内を通水させる）を長期間停止しており，クラッド等

が入りやすい状況（図４参照）が続いたためと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 図３ 原因調査結果 

※

※１：シースがずれて写っているが，構成上，上部と下部を特に示したものであって
設備の異常を示すものではない。 

注  ：点検結果は，ロケーション 38-43 であり，26-43 についても同様に異常は無かった。 

※1 
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３．健全性評価および対応策 

上述した点検により有意な変形，異物が無かったこと，ならびに引き抜き不

良事象の発生した制御棒が 2 本であることから，地震との相関は特定できてい

ない。なお，制御棒引き抜き不良事象の発生時は，当該制御棒に隣接する燃料

はすべて取り出し済みであり，制御棒は支持金具によって安定して支持されて

いた。 
    分解点検を実施した制御棒駆動機構 2 体については，通常の保全作業を実施

後，スクラム試験等の作動試験を実施し作動性能に異常の無いことを確認した。 

 

図４ 制御棒駆動機構のパージ水の流れとクラッドの進入経路 
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所内蒸気系配管で確認された事象の概要について 
 
 

１．事象の概要 
所内蒸気系配管（以下ＨＳ配管という）について，運転圧による漏えい確認を実施するた

め蒸気を通気したところバックアップ熱交換器入口温度調節弁（Ｐ６１－ＴＣＶ－Ｆ２０７）

付近から蒸気漏えいを確認した。追加点検として，当該配管部の外面並びに内面からの詳細

目視点検および浸透探傷検査を実施した。その結果，当該弁の出口側レデューサ溶接部付近

に指示模様が確認された。（図１参照） 
 

２．原因究明 
当該箇所について材料調査を実施した結果，PT 指示箇所が粒界割れの様相を呈しているこ

とが確認された。過去に５号機においてＨＳ配管の割れ事象が発生しているが，材料調査の

結果同様の粒界割れが確認されており，原因として弁シート漏えいにより弁下流側配管で蒸

気に添加されている苛性ソーダ（NaOH）が濃縮され，残留応力が高い溶接部でアルカリ腐

食割れ※１が発生することが示唆されている。本事象においても，当該弁は調節弁であり微開

運用を繰り返されることから，過去の５号機の事象と同様の状態となっていたと推定した。 
以上より，今回発生したＨＳ配管割れはアルカリ腐食割れが原因であり，地震による影響

ではないと判断した。 
※１：アルカリ腐食割れは，温度・アルカリ濃度・応力がそれぞれ割れ発生条件を満たすこと

により発生する。 

 
３．対応策 
 ３．１ 当該箇所への対応策 

     当該箇所については配管取替を実施し，アルカリ腐食対策として溶接後にＦ２０７弁下流

側レデューサ溶接部の熱処理（焼鈍）※２を実施する。材料手配に時間を要し，Ｈ２１年１１

月に補修完了予定であるが，補修期間中の蒸気供給はバイパスラインを使用することで運用

が可能であるため，系統（所内暖房熱源供給）上の問題は発生しない。 
※２：溶接部を熱処理し，残留応力を低減する処置。アルカリ腐食割れの割れ条件の一つであ

る応力を低減し，アルカリ腐食割れの発生を防止するものである。 

 
   ３．２ 他箇所への水平展開 
    ５号機で発生した事象では下記１）の類似箇所を水平展開箇所として熱処理を実施してい

たが，今回新たに調節弁下流についても同様の事象が発生し得ることが明らかとなったため，

下記２）を類似箇所として追加し，熱処理未実施箇所に対して今後計画的に熱処理を実施す

る。 
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   ○類似箇所条件 
アルカリ腐食割れ要因となる NaOH を蒸気に添加している５号機～７号機の蒸気系配管

を対象とし，下記条件のいずれかを満たす箇所があげられる。 
１）５号機配管割れ事象の際の類似箇所 

通常運転中に蒸気が流れない使用頻度の低い配管 
かつ閉止された止め弁下流で温度が高くなる第１溶接部 
（レデューサが接続されている場合は第２溶接部まで） 

２）今回新たに確認された類似箇所 
定期的に通気される調節弁下流の第１溶接部 
（レデューサが接続されている場合は第２溶接部まで） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ Ｋ６ＨＳ配管割れ状況（内外面ＰＴ指示） 
 
 
 

以上 
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原子炉隔離時冷却系主要弁で確認された事象の概要について 
 
 
１．事象の概要 

原子炉隔離時冷却系主要弁の設備点検において，弁間漏えい試験を実施した結果，主

要弁の１つである E51-F039 弁に許容値を超えるシート漏えいが確認された。 
原因究明のため分解点検が必要と判断し，追加点検（分解点検）を実施した結果，スラッ

ジの付着等が確認された。 
 
２．原因究明 

当該弁の分解点検の結果，弁体・弁座シート面に傷・指示模様等の異常は認められておら

ず，内部構成部品の変形・損傷等も確認されていない。シート面には，スラッジの付着が確

認されていたことから，スラッジによりシート面に当りが低下したことによりシート漏えい

が発生したものと判断した。 
 
３．健全性評価および対応策 

スラッジの付着によりシート面の当りが低下した事象であり，弁体・弁座シート面に傷や

変形等の異常は認められなかったことから，本事象は地震によって弁体・弁座のシート性能

に影響を与えたものではないと判断した。 
通常の保全作業として，弁体・弁座等の点検手入れを行い，復旧を行った。 
なお，当該弁は弁間漏えい試験の対象であることから，定期検査毎に分解点検を実施する

計画となっており，今後も点検周期に基づき点検を実施していく。 
 
 
 
 

弁体・弁座シート面 弁体・弁座シート面 

原子炉隔離時冷却系主要弁 
E51-F039 構造図 
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耐震設計の保守性について（等価繰返し回数の算定）  
 

1. はじめに 

 
設計時には 60 回の等価繰返し回数を用いて疲労評価を実施している。

「柏崎刈羽原子力発電所７号機  新潟県中越沖地震後の設備健全性に

係る点検・評価報告書」では，ピーク応力法（JEAG4601-1987）に基

づき 7 号機原子炉建屋の観測記録から等価繰返し回数を求め 22 回と算

定し疲労評価を実施した。耐震設計で用いる 60 回および 7 号機での評

価で算定した回数は，保守的な設定を含めた評価であり，実際の等価

繰返し回数はさらに小さい値と考えられる。  
今回 6 号機の評価では，3 方向同時時刻歴応答解析に基づいて，現実

的な等価繰返し回数を求め，耐震設計での 60 回，7 号機での評価手法

（ピーク応力法）に十分保守性があることを確認する。  
 
 

2. 6 号機等価繰返し回数，疲れ累積係数の評価  
 
2.1 時時刻歴応答解析による疲労評価（本震） 

 
本地震の本震による等価繰返し回数，疲れ累積係数を次の手順で時

刻歴応答解析により算定した。  

① 地震時に発生した繰返しピーク応力強さの時刻歴を 3 方向同時時

刻歴応答解析により求める。  
② 繰返しピーク応力強さの時刻歴波形の各ピーク値と設計用疲労

線図とを用いて疲れ累積係数（UFth）を算定する。  
③ 疲れ累積係数 (UFth)に，3 方向同時時刻歴応答解析で求めた最大繰

返しピーク応力強さに対する許容繰返し回数 (Nth)を乗じること

により、本震の等価繰返し回数 (Neth)を算定する。  

時刻歴応答解析による等価繰り返し回数の算定手順を図 1 に示す。

また，解析の例として主蒸気系配管のピーク応力強さの時刻歴を図 2
に示す。  

主蒸気系配管，低圧注水ノズルおよび原子炉補機冷却水系配管の評

価結果を表 1 に示す。等価繰返し回数は，いずれも設計時に用いる 60
回を大きく下回り，現実の等価繰返し回数に対して，設計時の評価は

十分な保守性を有していることが確認された。また，本地震による疲

れ累積係数は運転状態Ⅰ･Ⅱの疲れ累積係数に比べて十分小さく無視

できる程度であることが確認された。  
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本震の時刻歴応答加速度  

３軸同時時刻歴応答解析  
（ピーク応力強さの時刻歴波形

を算定）  

設計用疲労線図と各繰返しピ

ーク応力強さから疲れ累積係

数 (UFth)を算定  

加
速
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さ
 

時間  

σ i

設計疲労線図  

Neth  = Nth×UFth を  
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本震の等価繰返し回数 (Neth)を
次式により算定  

Neth  = Nth×UFth  

Nth：3 方向同時時刻歴応答解析

で求めた最大ピーク応力強

さに対する許容繰返し回数

図 1．時刻歴応答解析による等価繰り返し回数の算定手順  
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表 1．時刻歴応答解析による本震の等価繰返し回数，疲れ累積係数  
運 転 状

態Ⅰ ,Ⅱ  新潟県中越沖地震  

評価設備  疲 れ 累

積 係

数：U 

繰 返 し

ﾋ ﾟ ｰ ｸ 応

力 強 さ

（MPa）

許 容 繰

返 し 回

数：Nsm

疲れ 累積

係 数 ：

UFth(－ ) 

等 価 繰 返

し 回 数 ：

Neth 

U+UFth 

主蒸気系配管  0.3581 104 1.8×105 1.9×10-5 4 0.3582 

低圧注水ノズ

ル  0.008 116 1.2×105 1.5×10-5 2 0.008 

原子炉補機冷

却水系配管  －※  150 54000 0.0002 7 0.0002 

※：設計時においては 1 次+2 次応力が 3Sm 以下であるため JEAG4601 補 1984 に従い

疲れ累積係数は算出していない。 

 
 

図 2 ピーク応力強さの時刻歴（時刻歴応答解析の結果）

104MPa 

疲労評価実施箇所：管台部  

格納容器貫通部  

圧力容器  

ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑﾌﾛｱ貫通部  主 蒸 気 系 配 管 の

モデル図  
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2.2 ピーク応力法による疲労評価（本震）  
 

7 号機と同様に，本震による等価繰返し回数を、原子力発電所耐震設

計技術指針 JEAG4601-1987 を参照しピーク応力法により算定し，同評

価方法の保守性について検討する。算定は，主蒸気系配管について行

った。同評価方法のフローを下記に示す。  

① 地震観測データを用い、 1 質点系に入力した場合の応答加速度の時刻歴

を求める。  
② 上記①で求めた応答加速度の時刻歴を繰返しピーク応力強さの時刻歴と

みなし、最大となる繰返しピーク応力強さを評価対象である主蒸気系配

管の 3Sm (1次＋ 2次応力に対する許容応力，375 MPa)と仮定した場合の応

答時刻歴各ピーク点の応力強さを求める。  
③ 設計疲労線図より、②で求めた各ピーク点の応力強さに対する許容繰返

し回数（Ni）を求め、式 (1)によりUsage Factor(UF)を求める。  
④ 上記Usage Factor(UF)と、最大ピーク応力に対する許容繰返し回数N0  の積

をとることにより最大ピーク応力に対する等価繰返し回数Neを求める。  

⑤ 各周期について手順①～④を実施する。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地震観測

①1質点系の時刻歴応答解析 

各周期の繰返し回数  

②応答波形の各ピークでの  
許容繰返し回数 Ni=f(σ i )を算出

③ Usage Factor(UF)を算出  
UF=(1/2)×Σ (1/Ni)･･･(1) 

④最大ピーク応力に対応する  
繰返し回数 N e=N0×UFを算出  

固 有 周 期

各 固 有 周 期 に 対 し

て計算を繰返す 

N0：σｐ =375MPa に対する許容繰返し回数  

時刻 [s]

応答加速度
ⅰ ) 最 大 応 答 で ピ ー ク 応

力 強 さ σ ｐ が 発 生 し て

いるとし，σｐ =375MPa
と仮定  

ｘ max→σ p

ｘ i→σ i=σ p×(ｘ i /ｘ max) 

ⅱ )各ピークで応答量に比例した応力強さ

σ iが発生していると仮定  

ⅲ )各ピークでの応力強さσ iに対応する許

容繰返し回数 Niを算出する  

図 3 ピーク応力法による等価繰返し回数の算出手順 
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ピーク応力法により算定した主蒸気系配管の本地震の本震による等

価繰返し回数および疲れ累積係数を表 2 に示す。時刻歴応答解析で求

めた等価繰返し回数（表 1）に対して，ピーク応力法により算定した値

の方が大きく同評価の保守性が確認された。  
 

表 2．ピーク応力法による本震の等価繰返し回数，疲れ累積係数  

評価設備  最大ﾋﾟｰｸ応力強
さ  

本震による疲れ
累積係数  等価繰返し回数  

主蒸気系配管 375MPa 0.0048 16 回  

 
 
2.3 余震を考慮した等価繰り返し回数の算定 

 

本地震時には、本震が発生した後に余震が発生したことから、余震

を考慮した等価繰り返し回数の算定を行った。算定には、観測された

最大加速度が大きい順に次の２つの余震を考慮した。  

■ 余震①：2007 年 7 月 16 日 15 時 37 分発生  
■ 余震②：2007 年 7 月 25 日 6 時 52 分発生  

本震+余震について，前項と同様に，主蒸気系配管を対象として最大

繰返しピーク応力強さを 375MPa と仮定し，ピーク応力法により等価繰

返し回数および疲れ累積係数を算定した結果を表 3 に示す。  
余震②を考慮しても等価繰返し回数，疲れ累積係数が増加せず、余

震②よりも小さいほかの余震も余震②と同様に等価繰返し回数の算定

結果に影響しないと考えられる。  
また，本震のみと本震+余震の疲れ累積係数の比率をみると，余震を

考慮することで疲れ累積係数が 3 割弱増加する。仮に，本震を対象に 3
方向同時時刻歴応答解析を用いて評価した地震による疲れ累積係数

（主蒸気系配管：1.9×10-5，低圧注水ノズル：1.5×10-5）が余震により

上記の比率（3 割弱）で増加したとしても，運転状態Ⅰ･Ⅱと合わせた

疲れ累積係数（表 1）に有意な差異は生じない。  
 

表 3 ピーク応力法による余震を考慮した等価繰返し回数，疲れ累積係数  

等価繰返し回数  
最大ﾋﾟｰｸ

応力強さ  
等価繰返

し回数  
疲れ累積係数  

本震のみ  16 回  0.0048 
本震＋余震①  20 回  0.0061 
本震＋余震①＋余震②  

375 MPa 

20 回  0.0061 
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3．まとめ 

 

設計時に用いた等価繰返し回数（60 回），7 号機にてピーク応力法

を用いて算出した等価繰返し回数（ 22 回）には，いずれも保守性が含

まれていると考えられる。6 号機では，疲労評価を 3 方向同時時刻歴応

答解析で評価することで現実的な等価繰返し回数を算出した。その結

果，評価対象のいずれの設備についても，設計時 S2 地震と同程度の大

きさである本地震の現実的な等価繰返し回数は 1 桁程度であり，設計

時に用いた等価繰返し回数（60 回）には十分な保守性が含まれること

を確認した。また，7 号機と同様に 6 号機においてもピーク応力法にて

等価繰返し回数を求めた結果，同手法にも保守性が含まれることを確

認した。  
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6 号機 塑性ひずみ測定結果（硬さ測定結果） 
 
１．概要 
 
 新潟県中越沖地震に対する健全性評価は，地震応答解析と設備点検による評価によ

り，総合的に健全性を評価している。６号機の主要配管は，地震応答解析結果で判定

基準（ⅢAS）を下回っており，設備点検により健全性は確認できるが，知見拡充を目

的に，予め計画する追加点検として，地震により疲労強度に影響を与える塑性ひずみ

が発生していないことを確認するために硬さ測定による塑性ひずみの測定を行った。

測定の結果，選定箇所では地震により疲労強度に影響を与える塑性ひずみが発生して

いないことを確認した。 
 なお，硬さ測定による塑性ひずみ検出方法は，日本原子力技術協会「中越沖地震後

の原子炉機器の健全性評価委員会」の検討結果を基に東京電力として実施場所の選定，

測定，評価を実施した。 
 
２．塑性ひずみ測定方法の検討 
 
２．１ 塑性ひずみ測定方法の検討（検証試験） 
 
 地震により有意な塑性ひずみが発生していないことを確認するために，様々な測定

方法について，現地作業性等を考慮し，選定を行った。その結果，下記測定方法が有

効と判断された。それぞれの特徴を表１に示す。 
 

○ 材料表面の硬さから塑性ひずみを評価する方法 
硬さ法（ポータブルビッカース硬さ計，反発式硬さ計，超音波式硬さ計） 

○ 材料表面の組織変化から塑性ひずみを評価する方法 
表面金相，表面レプリカ法 

○ 材料表面の相変態から塑性ひずみを評価する方法 
フェライトスコープ，渦電流探傷（ﾏﾙﾁｺｲﾙ型ﾌｪﾗｲﾄ測定器） 

○ 材料表面の応力状態等から塑性ひずみを評価する方法 
音速比法，磁歪法，バルクハウゼンノイズ法 

 
 これらの測定方法に対して，塑性ひずみとの相関，検出限界，測定精度，材料の影

響を確認する実証試験を実施した。実証試験は 2 つの方法で行った。1 つは，変形（塑

性ひずみ）を与えた試験片を用い出力信号と塑性ひずみの相関を確認する方法で，硬

さ法，表面金相・表面レプリカ法，マルテンサイト検出法に対して実施した。もう一

方は，変形を徐々に加えながら，無負荷状態と応力負荷状態（引張・圧縮）で出力信
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号と塑性ひずみの相関を確認する方法で，音速比法，磁歪法，バルクハウゼンノイズ

法に対して実施した。供試材は，SS400，SFVQ1A，SUS304，SUS316L を使用した。

測定結果例を図１～5 に示す。 
 測定の結果，硬さ法で表面硬さと塑性ひずみとの間に良い相関があることが確認で

きた。また，音速比法も SS400，SFVQ1A に対しては，塑性ひずみが変化することに

より信号の変化が確認された。その他の方法は，信号変化があるが，弾性範囲内の指

示値と同等であり，弾性ひずみと塑性ひずみを区別できない，変化が認められない結

果となった。 
 実機適応性検証試験の結果を表２に示す。検証試験を行った計測方法の中では，硬

さ法が最も優れている結果となった。 
 

表 1 塑性ひずみ測定方法（候補）の特徴 
材料表面の硬さから塑性ひずみを評価する方法 
測定方法 原理・特徴 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ 
ﾋﾞｯｶｰｽ 
硬さ計 

・ ダイヤモンド圧子を材料表面に定荷重で押付け，圧痕の寸法

から硬さを評価する。 
・ 塑性ひずみと硬さの関係から塑性ひずみの有無を評価する。 

超音波 
硬さ計 

・ 先端にダイヤモンド圧子が付いた振動棒を材料表面に定荷重

で押付け，圧痕部の深さと振動棒固有値の相関（硬い材料ほ

ど固有値が低くなる）から硬さを評価する。 
・ 塑性ひずみと硬さの関係から塑性ひずみの有無を評価する。 

 

硬 
さ 
法 

反発式 
硬さ計 

・ 永久磁石が付いた圧子を材料表面に発射し，測定器先端外周

部に配置したコイルの誘導起電力により初速と反発後の速度

比から硬さを評価する。 
・ 塑性ひずみと硬さの関係から塑性ひずみの有無を評価する。 

材料表面の組織変化から塑性ひずみを評価する方法 
測定方法 原理・特徴 
表面金相 ・ 塑性ひずみ増加と共に発生するすべり線をマイクロスコープ

で表面観察し，塑性ひずみの有無を評価。 

 

表面レプリカ法 ・ 塑性ひずみ増加と共に発生するすべり線をレプリカに転写

し，光学顕微鏡や走査型電子顕微鏡（SEM）で観察し，塑性

ひずみの有無を評価。 
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表 1 塑性ひずみ測定方法（候補）の特徴（つづき） 

材料表面の相変態から塑性ひずみを評価する方法 
測定方法 原理・特徴 

フェライト 
スコープ 

・ オーステナイト系ステンレス鋼の塑性変形の過程で発生す

るマルテンサイト変態をフェライト量として検出。 
・ フェライトによる磁気の変化を利用して測定 
・ 健全部との比較により塑性ひずみの有無を評価 

 

マ
ル
テ
ン
サ
イ
ト
検
出
法 

渦電流探傷 
（ﾏﾙﾁｺｲﾙ型ﾌｪ

ﾗｲﾄ計測器） 

・ オーステナイト系ステンレス鋼の塑性変形の過程で発生す

るマルテンサイト変態を渦電流信号の変化として検出。 
・ 健全部との比較により塑性ひずみの有無を評価 

材料表面の応力状態等から塑性ひずみを評価する方法 
測定方法 原理・特徴 
音速比法 ・ 縦波と横波の音速比，もしくは振動方向の異なる横波の音

速比と応力（変形）の関係を利用して，残留応力（変形）

を評価。 
・ 健全部との残留応力（変形）と比較することで塑性ひずみ

の有無を評価 
磁歪法 ・ 外部から磁場を加えることで発生する磁歪と応力（変形）

の相関を利用し，残留応力を評価。 
・ 健全部の残留応力（変形）と比較することで塑性ひずみの

有無を評価 

 

バルクハウゼン 
ノイズ法 

・ 外部から磁場を与えたときに，結晶・組織の状態に依存す

る磁壁の移動が妨げられて発生する磁気ノイズを利用し，

残留応力状態を評価。 
・ 健全部の残留応力（変形）と比較することで塑性ひずみの

有無を評価 
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図１ 硬さ測定結果の例 

測定結果：塑性ひずみと表面の硬さ測定結果の相関を確認 

図２ マルテンサイト検出法 測定例 
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測定結果：試験した範囲では，塑性ひずみが増加してもマルテンサイト変態に

伴う指示値の変化は認められなかった。 
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測定結果：フェライト鋼（ＳＳ４００，ＳＦＶＱ１Ａ）については，音速比と

塑性ひずみの間に相関が認められた 
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測定結果： 
信号の変化は確認できたが，塑性ひ

ずみを付与した場合の指示値が弾

性範囲内の指示値となり，弾性ひず

みとの判別不能であった。 
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表２ 実機適応性検証試験の結果 
 フェライト鋼 

（SS400，SFVQ1A） 
ｵｰｽﾃﾅｲﾄ系ｽﾃﾝﾚｽ鋼 

（SUS304，SUS316L）

硬さ法 ◎ ◎ 

表面金相・表面レプリカ法 × × 

マルテンサイト検出法 － △ 

垂直法 ○ △ 
音速比法 

表面波法 △ △ 

磁歪法 △ － 

バルクハウゼンノイズ法 △ △ 

   
 
 

◎：塑性ひずみとの相関を確認 
○：信号の変化が確認できる 

△：信号の変化が確認できる 
  （塑性ひずみの検出には検討を要する） 
×：試験範囲では明確な変化が認められなかった 
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図５ バルクハウゼンノイズ法 測定例 

測定結果： 
信号の変化は確認できたが，塑性ひ

ずみを付与した場合の指示値が弾

性範囲内の指示値となり，弾性ひず

みとの判別不能であった。 

弾性範囲での

指示値 

μ
ｙ

相
当

指
示

値
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２．２ 塑性ひずみ測定方法の検討（実施方法） 
 
硬さ測定では，表面状態の影響を受けるため，測定前準備として，測定対象箇所表

面の研磨を実施する。研磨は＃400 まで実施する。 
 測定は，ポータブルビッカース硬さ計にて測定を行い，測定荷重は 49N（5kgf ）
で行う。測定点数は，1 箇所当たり 40 点の測定を行い，40 点の平均値を当該箇所の

硬さとする。 
 
２．３ 塑性ひずみ測定方法の検討（評価方法） 
 
実機での塑性ひずみ測定・評価にあたっては，下記の課題がある。 

① 構造物は一般的に製造時に曲げ・溶接等により加工が施されており，加工時

のひずみが残っている。 
② 地震前の状態が明確ではないため，仮に塑性ひずみを検出しても，製造時に

発生したものか，地震時に発生したものかの判断が難しい。 
 

そのため，地震により疲労強度に影響を与える塑性ひずみが発生しているか否かの

確認は，地震応答解析結果で地震の影響が大きかった場所（評価部）と，小さかった

場所（比較部）の硬さを比較し判断する。評価方法は，評価部，比較部の各部位で最

大値と最小値を求め，最大値同士，最小値同士の比較し，ばらつき（標準偏差）程度

であるか評価部が比較部より小さい場合に疲労強度に影響を与える塑性ひずみは発

生していないと評価する。なお，硬さに有意な差が認められた場合には製造履歴の影

響，材料不均一性の可能性等を考慮し総合的な評価を行う。 
測定に先立ち，発電所で多く使用されている材料に対し，実機測定方法と同等の方

法にて塑性ひずみと硬さの相関を確認している（図６）。この結果から，測定のばら

つきを考慮すると，本評価方法では，評価部が比較部に比べ２～４％程度の塑性ひず

みが発生した場合に判別が可能である。 
なお，予ひずみ付与疲労試験の結果などから，８％までの塑性ひずみは，疲労強度

に影響を与えないことが確認されている。（参考‐1 参照） 
  
２．４ 変形した構造物での測定 
 
 地震により座屈した No.4 ろ過水タンクに対して，座屈した基部を評価部，座屈し

ていない部位を比較部として，硬さ測定による塑性ひずみ発生有無の評価を実施した。

その結果，地震により塑性ひずみが発生している評価部は比較部と比べ相対的に硬さ

が上昇していることが認められた（参考‐2 参照）。 
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３．実施対象 
 
３．１ 実施対象箇所 
 
 実施箇所選定に先立ち，現地調査を実施し，線量等の作業環境，製造履歴の影響※1

を考慮し，６号機では，表３に示す系統で硬さ測定による塑性ひずみの確認を実施し

た。（※１ 高周波誘導加熱＋曲げ等） 
 

表３ 硬さ測定実施場所 
系統 材料 測定箇所※２ 形状 

ほう酸水注入系 ステンレス鋼 
SUS316LTP 

製造履歴の影響が少なく裕度が少な

い点，比較部 
直管部 

非常用ガス処理系 炭素鋼 
STS410 

製造履歴の影響が少なく裕度が少な

い点，比較部 
直管部 

主蒸気系 低合金鋼 
SFVC2B 

最小裕度点，比較部 ティー 

原子炉隔離時冷却系 炭素鋼 
STS410 

製造履歴の影響が少なく裕度が少な

い点，比較部 
直管部 

    ※２：裕度の順位は，同一系統内での順位 
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図６ 実機材料の硬さと塑性ひずみの相関図 
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 各測定部位での硬さ測定箇所は，地震により塑性ひずみが発生した場合，測定部位

に発生する応力は曲げモーメントが支配的となり，総体的に硬さが上昇すると考えら

れるため，基本的な測定位置を図７のように定めた。ただし，現地の作業環境により

測定位置を変更する場合がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．実施結果 
 
４．１ 測定結果 
 
  各系統で，評価部，比較部の各部位で最大値と最小値を求め，最大値同士，最小

値同士の比較を行った。その結果のまとめを表４に示す。また，各系統の測定結果を

添付－１から添付－４に示す。 
最大値同士，最小値同士の比較の結果，測定を行った全ての系統でばらつきの範囲

内で同等であった。したがって，硬さ測定を行った系統では，疲労強度に影響を与え

る塑性ひずみが発生していないことを確認した。 

１４箇所/部位（※） 
ティー部 

直管部 

サポート 

図７ 各部位の硬さ測定箇所（基本方針） 
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表４ 硬さ測定結果まとめ 

系統 最大値同士の比較 最小値同士の比較 

評価部 

(149,7) 
＞

比較部 

(145,8) 

評価部 

(138,8) 
＜

比較部 

(140,8) 主蒸気系 

（ばらつきの範囲内で同等） （ばらつきの範囲内で同等） 

評価部 

(155,9) 
＜

比較部 

(162,8) 

評価部 

(149,11) 
＜

比較部 

(157,7) 
原子炉隔離時

冷却系 
（ばらつきの範囲内で同等） （ばらつきの範囲内で同等） 

評価部 

(136,6) 
＜

比較部 

(139,6) 

評価部 

(135,8) 
＜

比較部 

(138,5) 
ほう酸水 

注入系 
（ばらつきの範囲内で同等） （ばらつきの範囲内で同等） 

評価部 

(145,5) 
＞

比較部 

(144,5) 
非常用ガス 

処理系 

評価部 

(147,4) 
＝

比較部 

(147,5) 
（ばらつきの範囲内で同等） 

      注）括弧内の値：（平均値，標準偏差），比較の不等号は平均値で評価。 
 

以上 
 
添付－１ ： 主蒸気系配管 硬さ測定結果 
添付－２ ： 原子炉隔離時冷却系配管 硬さ測定結果 
添付－３ ： ほう酸水注入系配管 硬さ測定結果 
添付－４ ： 非常用ガス処理系配管 硬さ測定結果 
参考－１ ： 予ひずみを受けた材料の低サイクル疲労強度試験結果 
参考－２ ： ろ過水タンク 硬さ測定結果 
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添付－１ 
主蒸気系配管 硬さ測定結果 

 
主蒸気系配管の硬さ測定結果を以下に示す。 

 
１．評価対象部位 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
２．測定箇所 
 
 
. 
 
  
 
 
 
３．測定結果 
 評価部，比較部の最大値，最小値は同等であり，地震により疲労強度に影響を与え

る塑性ひずみは発生していないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0° 
90° 

硬さ 評価部 比較部 

最大値 
149 

(標準偏差 7) 
145 

(標準偏差 8) 

最小値 
138 

(標準偏差 8) 
140 

(標準偏差 8) 
（各測定箇所 40 点の標準偏差：7～9） 

 

評価部 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0
°

9
0
°

1
8
0
°

2
7
0
°

0
°

9
0
°

1
8
0
°

2
7
0
°

評価部 比較部

ビ
ッ
カ
ー
ス
硬
さ
（
Ｈ
Ｖ
５
）

180° 

270° 

評価部 比較部 

原子炉圧力容器 

比較部（裕度：1.85）

評価部（裕度：1.61）
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添付－２ 
原子炉隔離時冷却系配管 硬さ測定結果 

 
原子炉隔離時冷却系配管の硬さ測定結果を以下に示す。 

 
１．評価対象部位 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．測定箇所 
 
 
 
  
 
 
 
３．測定結果 
 評価部，比較部１の最大値，最小値は同等であり，地震により疲労強度に影響を与

える塑性ひずみは発生していないと考えられる。 
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比較部 1（裕度：2.56）

評価部（裕度：1.69）

硬さ 評価部 比較部 1 

最大値 
155 

(標準偏差 9) 
162 

(標準偏差 8) 

最小値 
149 

(標準偏差 11) 
157 

(標準偏差 7) 
（各測定箇所 40 点の標準偏差：7～11） 

評価部（弁左側）／比較部２（弁右側） 

比較部 2（参考，裕度：1.77）

主蒸気配管より 

比較部１ 評価部 比較部２ 
（参考） 

※評価部との比較は，測定箇所のうち裕度が
最も大きい比較部 1 で実施した。比較部２
も参考として測定データを記載した。 
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添付－３ 
ほう酸水注入系配管 硬さ測定結果 

 
ほう酸水注入系配管の硬さ測定結果を以下に示す。 

 
１．評価対象部位 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．測定箇所 
 
 
 
 
  
 
 
 
３．測定結果 
 評価部，比較部１の最大値，最小値は同等であり，地震により疲労強度に影響を与

える塑性ひずみは発生していないと考えられる。 
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※評価部との比較は，測定箇所のうち裕度が
最も大きい比較部 1 で実施した。比較部２
も参考として測定データを記載した。 
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添付－４ 
非常用ガス処理系配管 硬さ測定結果 

 
非常用ガス処理系配管の硬さ測定結果を以下に示す。 

 
１．評価対象部位 
 

 
 
 
 
 
 
 
２．測定箇所 
 
 
 
 
  
 
 
 
３．測定結果 
 評価部，比較部の最大値，最小値は同等であり，地震により疲労強度に影響を与え

る塑性ひずみは発生していないと考えられる。 
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参考－１ 
予ひずみを受けた材料の低サイクル疲労強度試験結果 

 
地震荷重を模擬した負荷を与えた材料（予ひずみ付与材）の低サイクル疲労強度を

評価し，疲労強度に影響を与えない塑性ひずみ量を確認した。 
 
１．試験条件 
 試験条件を表１に示す。 

表１ 試験条件 
試験材料 SUS316NG，低合金鋼（SFVQ1A） 
試験片形状 砂時計型試験片 

径歪み制御による低サイクル試験 
予ひずみ条件 Δεpre=16%，8% 
予ひずみサイクル 0.25～5 サイクル 
繰り返しひずみ範囲 2.5%（SUS） 2.0%（LAS） 
試験温度 常温 

 
２．試験結果 
 試験結果を図１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 試験結果 
 
３．まとめ 
 予ひずみを付与したされた場合でも，疲労強度は設計疲労曲線に対して裕度を有し

ており，現行設計疲労曲線を用いた累積疲労損傷評価は保守性を有することを確認し

た。また，試験で確認されている予ひずみ範囲Δεpre16％，すなわち±8％までの塑

性ひずみは，疲労強度に有意な影響を与えないことを確認した。 
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参考－２ 
座屈したろ過水タンクでの硬さ測定による塑性ひずみ測定結果 

 
新潟県中越沖地震により座屈した No.4 ろ過水タンクの変形部に対し，硬さ測定を

実施し，硬さ測定による塑性ひずみ検出の確認を実施した。 
 
１．測定対象 
 座屈した基部を評価部，座屈していない部位を比較部として，両者の硬さを比較し

た。試験サンプルを図１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．測定結果 
 評価部の測定結果を図２に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．まとめ 
 座屈により変形した部位は，座屈していない部位と比較し，相対的に硬さが上昇し

ていることが認められた。 
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図２ ろ過水タンク 評価部の硬さ測定結果 

図１ ろ過水タンク 試験サンプル状況 

No.4 ろ過水タンク基部 座屈した部位（評価部） 座屈していない部位（比較部） 
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６号機 耐震安全上重要な配管系における減肉調査結果について 
 

 
 
 
１．目的 

配管減肉は、配管材料と内部流体との化学的作用による腐食要因及び機械

的作用による浸食要因との相互作用によって発生・進展する経年劣化事象で

あり、地震荷重（外荷重）によってその発生・進展が助長されるものではな

いが、配管減肉が顕在化した配管系に過大な地震荷重が作用した場合には、

構造強度への影響が考えられる。 
耐震安全上重要な配管系は、内部流体の湿り度が低い系統（主蒸気系）、

酸素注入により減肉の発生を抑制している系統（給水系）、通常運転時は「待

機」である系統（非常用炉心冷却系）等により構成されており、減肉が顕著

に進行する可能性は低いと考えられているが、測定実績充実の観点も含め、

サンプル箇所を選定して配管板厚測定を実施し、顕著な減肉が確認された場

合は構造強度への影響について検討を行うこととした。なお、6 号機の同配

管系については、前回の定期検査（第 7 回定期検査）における測定実績があ

ることから、これら実績についても減肉傾向有無の判断材料として使用する

こととした。 
 
２．配管板厚測定の概要 
（１）サンプル箇所の選定 

サンプル箇所の選定にあたっては、減肉形態として流れ加速型腐食

（FAC）に着目し、下記の観点から対象系統及び測定箇所を選定した。 
① 鋼種（炭素鋼製配管を対象） 
② 内部流体（水単相、蒸気単相または気液二相の範囲を対象） 
③ 通常運転状態（「待機」を除く） 
④ 偏流部要素（エルボ、ティ、レジューサ等）の代表性 
⑤ 作業性（放射線量等） 
対象系統には、通常の配管減肉管理では管理対象外としている系統も

含めることとし、主蒸気系、給水系及び残留熱除去系の配管系よりサン

プル箇所を選定した（図 1～4 参照）。 
 

（２）測定方法 
配管減肉管理に関する社内指針に基づき、偏流部要素及びその下流部
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に、配管口径に応じた測定ポイント（周方向、流れ方向）を設定し（図 5
参照）、JIS Z 2355「超音波パルス反射法による厚さ測定方法」に準拠して

超音波厚み計により配管板厚を測定した。 
なお、測定者は、日本非破壊検査協会規格 NDIS0601「非破壊検査技術

者技量認定規程」、JIS Z 2305「非破壊試験－技術者の資格及び認証」に基

づき認定、認証されている者、またはこれらと同等以上の技術レベルを

有する者により行うことを要件としている。 
 
（３）測定結果の評価 

配管減肉管理に関する社内指針においては、配管板厚測定値を、技術

基準上の必要最小厚さ、詳細測定判定基準厚さ※1 と比較評価するととも

に、余寿命※2 を算出し、次回測定時期または配管取替時期を決定するこ

ととしている。今回の調査においては、製作時からの減肉の進行状況を

確認する目的から、製作寸法（製作公差内でのばらつき、開先加工※3 の

影響）を考慮した評価を加えることとした（図 6 参照）。 

 
３．配管板厚測定結果 

第 7 回定期検査における測定実績及び今回測定を行った各測定箇所におけ

る配管板厚測定結果を表 1 に示す。 
いずれの測定ポイントにおいても必要最小板厚及び詳細測定判定基準厚

さを十分満足していることを確認した。また、公称板厚を若干下回る測定値

が得られた測定ポイントが見られたが、いずれも製作時の寸法精度内であり、

顕著な減肉が進行していると判断される箇所は確認されなかった。 
上記より、新潟県中越沖地震による配管構造強度への影響については、こ

れまで実施している地震応答解析の結果をもって代表されるものと考える。 
 

以上 
 
 
 

※1：NISA 文書「原子力発電所の配管減肉管理に対する要求事項について（平成 17 年 2
月 18 日）」に示される、減肉の進展状況把握のための「詳細測定」実施の判定厚さ 

判定基準厚さ＝必要最小厚さ＋（管の製造上の最小厚さ－必要最小厚さ）×2/3 
※2：測定厚さから必要最小厚さに至るまでの時間を減肉率に基づき算出 
※3：配管を溶接接合するために配管端部に施す加工であり、一般的に、配管溶接部近傍に

は一般部に比して薄肉の範囲が存在する 
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図 1-1 配管板厚測定箇所（主蒸気系） 

図 1-2 配管板厚測定箇所（主蒸気系） 
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図 1-3 配管板厚測定箇所（主蒸気系） 

図 1-4 配管板厚測定箇所（主蒸気系） 
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図 1-5 配管板厚測定箇所（主蒸気系） 

図 2-1 配管板厚測定箇所（給水系） 
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図 2-2 配管板厚測定箇所（給水系） 
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図 2-3 配管板厚測定箇所（給水系） 
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図 3-1 配管板厚測定箇所（残留熱除去系） 

図 3-2 配管板厚測定箇所（残留熱除去系） 
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図 6 各種配管厚さ及び配管開先加工部形状の例 

図 5 配管板厚測定点の設定例 
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表１　6号機　耐震安全上重要な配管系における配管板厚測定結果（1/2）

管理番号

E STS480 711.2 35.7 27.34 25.5 21.63 33.0

P STS480 711.2 35.7 27.34 25.5 21.63 37.4

P' STS480 711.2 32.9 31.30 28.1 21.63 32.7

P SGV480 711.2 35.7 33.20 30.5 24.90 34.1

P' SGV480 711.2 32.9 31.30 29.2 24.90 33.3

E' SGV480 711.2 32.9 31.30 29.2 24.90 34.1

E SGV480 711.2 35.7 33.20 30.5 24.90 39.0

P SGV480 711.2 35.7 33.20 30.5 24.90 36.7

P' SGV480 711.2 32.9 31.30 29.2 24.90 31.9

E' STS480 711.2 32.9 31.24 28.1 21.63 33.8

E STS480 711.2 35.7 31.24 28.1 21.63 40.9

P STS480 711.2 35.7 31.24 28.1 21.63 37.8

P' STS480 711.2 32.9 31.24 28.1 21.63 33.2

P SGV480 711.2 35.7 33.20 30.5 24.90 36.6

P' SGV480 711.2 32.9 31.30 29.2 24.90 33.3

E' STS480 711.2 32.9 31.24 28.1 21.63 34.0

E STS480 711.2 35.7 31.24 28.1 21.63 41.1

P STS480 711.2 35.7 31.24 28.1 21.63 37.8

P' STS480 711.2 32.9 31.24 28.1 21.63 32.2

P SGV480 711.2 35.7 33.20 30.5 24.90 36.5

P' SGV480 711.2 32.9 31.30 29.2 24.90 33.4

P1 STS480 711.2 35.7 31.24 28.1 21.63 36.7

P1' STS480 711.2 32.9 31.24 28.1 21.63 32.7

P2 SFVC2B 228.6 34.3 30.01 22.7 7.88 37.2

P SGV480 711.2 35.7 33.20 30.5 24.90 36.8

P' SGV480 711.2 32.9 31.30 29.2 24.90 32.9

E STS410 267.4 9.3 8.14 6.9 4.4 10.5

E' STS410 267.4 8.3 7.80 6.7 4.4 10.2

P STS410 267.4 9.3 8.14 6.9 4.4 9.3

P' STS410 267.4 8.3 7.80 6.7 4.4 8.9

B STS410 267.4 18.2 13.94 12.4 9.22 16.5

P STS410 267.4 18.2 15.93 13.7 9.22 17.8

P' STS410 267.4 16.5 15.90 13.7 9.22 15.8

※2：　内面加工部は設計厚さを示す

※3：　公称厚さから製作公差を差し引いた値

※4：　各測定ポイントにおける測定値の最小値を記載（凡例は下記参照）

（ａ） ：　測定最小厚さ　≧　公称厚さ

（ｂ） ：　公称厚さ　＞　測定最小厚さ　≧　（公称厚さ－製作公差）

（ｃ） ：　（公称厚さ－製作公差）　＞　測定最小厚さ　≧　詳細測定判定厚さ

（ｄ） ：　詳細測定判定厚さ　＞　測定最小厚さ　≧　必要最小厚さ

（ｅ） ：　必要最小厚さ　＞　測定最小厚さ

　　　　なお、上記（ｃ）に分類された測定値は、いずれも開先加工部（製作当初より薄肉の部位）における測定値

曲げ管

残
留
熱
除
去
系

RHR-204 RHR-204-010

エルボRHR-106-010

測定箇所

配管要素
※1

ノズル下流
（曲げ管）

エルボ

MS-26-010

MS-28-040

MS-031

MS-30-040

MS-029 MS-29-010

主
蒸
気
系

弁下流
（直管）

第7回定検

エルボ

第7回定検

第7回定検

第7回定検

MS-27-010
弁下流
（直管）

第7回定検

第7回定検

弁下流
（直管）

備考材質
詳細測定
判定厚さ
［mm］

公称厚さ
※2

［mm］

公称厚さ
※3

（下限）
［mm］

必要最小
厚さ
［mm］

測定厚さ
※4

（最小）
［mm］

配管口径
［mm］

MS-032 第7回定検管台MS-32-070

MS-033 MS-33-010
弁下流
（直管）

RHR-106

系統 配管番号

※1：　P；直管部　、　E；エルボ部　、　B；曲げ管部　、　R；レジューサ部　、　「○'」；内面加工部

MS-027

MS-27-020 エルボ

MS-31-010

MS-026

MS-028

MS-030
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表１　6号機　耐震安全上重要な配管系における配管板厚測定結果（2/2）

管理番号

測定箇所

配管要素
※1

備考材質
詳細測定
判定厚さ
［mm］

公称厚さ
※2

［mm］

公称厚さ
※3

（下限）
［mm］

必要最小
厚さ
［mm］

測定厚さ
※4

（最小）
［mm］

配管口径
［mm］

系統 配管番号

E' SB480 609.6 28.5 27.00 26.3 24.66 30.0

E SB480 609.6 31.0 28.50 27.3 24.66 32.4

P SB480 609.6 31.0 28.50 27.3 24.66 31.6

P' SB480 609.6 28.5 27.00 26.3 24.66 29.9

R1 SB480 609.6 31.0 28.50 27.3 24.66 35.2

R2 SB480 558.8 28.6 26.60 25.3 22.60 33.8

R2' SB480 558.8 26.2 24.80 24.1 22.60 26.5

P1 SFVC2B 558.8 34.9 30.54 26.9 19.57 36.9

P1' SFVC2B 558.8 32.5 31.10 27.3 19.57 33.5

P2 SFVC2B 267.4 18.2 15.93 13.8 9.36 18.8

P2' SFVC2B 267.4 16.5 15.90 13.8 9.36 16.6

B SFVC2B 558.8 34.9 26.73 24.3 19.26 33.2

P SFVC2B 558.8 34.9 26.73 24.3 19.26 37.1

B STS410 318.5 21.4 16.39 14.6 10.98 19.3

P' STS410 318.5 19.3 18.70 16.2 10.98 19.3

P STS410 318.5 21.4 16.39 14.6 10.98 22.3

B STS410 318.5 21.4 16.39 14.6 10.98 19.2

P STS410 318.5 21.4 16.39 14.6 10.98 22.4

E' SB480 609.6 28.5 27.00 26.3 24.66 28.0

E SB480 609.6 31.0 28.50 27.3 24.66 34.3

P' SB480 609.6 28.5 27.00 26.3 24.66 28.8

P SB480 609.6 31.0 28.50 27.3 24.66 30.7

B STS480 558.8 34.9 26.73 23.5 16.99 31.8

P STS480 558.8 34.9 26.73 23.5 16.99 36.7

E STS410 318.5 21.4 16.39 14.6 10.98 19.1

P STS410 318.5 21.4 16.39 14.6 10.98 22.3

B STS410 165.2 14.3 10.95 9.2 5.69 12.5

P' STS410 165.2 13.1 12.50 10.3 5.69 12.7

P STS410 165.2 14.3 12.52 10.3 5.69 14.2

B STS410 165.2 14.3 10.95 9.2 5.69 12.1

※2：　内面加工部は設計厚さを示す

※3：　公称厚さから製作公差を差し引いた値

※4：　各測定ポイントにおける測定値の最小値を記載（凡例は下記参照）

（ａ） ：　測定最小厚さ　≧　公称厚さ

（ｂ） ：　公称厚さ　＞　測定最小厚さ　≧　（公称厚さ－製作公差）

（ｃ） ：　（公称厚さ－製作公差）　＞　測定最小厚さ　≧　詳細測定判定厚さ

（ｄ） ：　詳細測定判定厚さ　＞　測定最小厚さ　≧　必要最小厚さ

（ｅ） ：　必要最小厚さ　＞　測定最小厚さ

　　　　なお、上記（ｃ）に分類された測定値は、いずれも開先加工部（製作当初より薄肉の部位）における測定値

※1：　P；直管部　、　E；エルボ部　、　B；曲げ管部　、　R；レジューサ部　、　「○'」；内面加工部

給
水
系

第7回定検FDW-14-010

曲げ管 第7回定検FDW-006 FDW-6-020

曲げ管

FDW-9-010

FDW-7-030 第7回定検曲げ管

第7回定検エルボ

浄
化
系

原
子
炉
冷
却
材

CUW-26-010 エルボ

エルボFDW-014

CUW-026

第7回定検曲げ管FDW-12-020

FDW-5-010

FDW-1-10 エルボ

FDW-1-30 レジューサ

FDW-2-20 ティ

第7回定検

FDW-012

FDW-001

FDW-002

FDW-005

FDW-007

FDW-009
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6 号機原子炉建屋床柔性の影響および 
原子炉建屋応答解析と観測記録との相違の影響について 

 
（１）原子炉建屋の床柔性の考慮について 

 6 号機原子炉建屋の水平方向の応答について床の柔性を考慮した多軸質点系

モデル（図 1 参照）にて解析を実施し，床の柔性を考慮しない建屋応答解析結

果（本評価書で適用）との比較を行った。図 2 に中間階（TMSL+23.5m）での

床応答加速度スペクトルの比較を示すが，両者による結果はほぼ同等である。

これより，設備評価においても両者の差異はほとんどないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2．6 号機原子炉建屋床応答スペクトル 
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（２）観測記録との相違について 
観測記録が取れている原子炉建屋の中間階（TMSL+23.5ｍ）にて，観測記録と

建屋応答解析結果を比較した図を下記に示す（図 3）。観測記録と建屋応答解析

とは全体的に良く整合しているが，水平方向の一部の周期帯（0.12～0.16 秒）

で，建屋応答解析結果が観測記録を下回り大きいところで 2 倍程度の差異を示

している。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）6 号機設備評価への影響 

 6 号機設備の比較的余裕の小さい設備を図 4 に示す。主蒸気系配管，原子炉隔

離時冷却系配管および制御棒駆動系配管は，評価基準値に対して算出値が比較

的大きいが，図 5 に示すように主要なモードの固有周期が上記 (2)で相違が大き

い周期帯にない。また，不活性ガス系配管についても評価基準値に対する算出

値が大きいが，当該配管は観測記録にて評価されているため上記(2)の影響を考

慮する必要がない。その他の配管や支持構造物については地震による応力に対

する評価基準値の比が 2 倍近くあるため，結果，観測記録と建屋応答解析結果

の相違を考慮しても十分評価基準値を満足する。 
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図 3．6 号機原子炉建屋床応答スペクトル（観測記録および建屋応答解析） 
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図 4．6 号設備評価結果と評価基準値との比較 
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図 5．6 号機原子炉建屋床応答スペクトルと設備主要モード 
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非常用ディーゼル発電機軽油タンク関連点検結果 

 
１．軽油タンク本体 

タンク本体及び溶接部に変形，損傷，割れ等の有無について目視点検を実施し

た。また，漏えい試験においては，漏えい，漏えい痕の有無についても確認した。

その結果，変形，損傷，割れならびに漏えい，漏えい痕は確認されなかった。 
 

２．支持構造物（基礎ボルト） 
各締め付けボルトの変形，損傷，外れ，緩み，移動の形跡について目視点検を

実施した。その結果，変形，損傷，外れ，緩み，移動の形跡は確認されなかった。 
また，打診試験を実施し，緩みの有無について確認した。その結果，緩みは確

認されなかった。 
 
３．配管 

配管のき裂，割れ，変形等の損傷の有無について目視点検を実施した。また，

漏えい試験においては，漏えい，漏えい痕についても確認した。その結果，一部

の防食材で損傷（割れ）が確認された為，追加点検（浸透探傷試験）を行い配管

自体に異常のないことを確認した。また，漏えい，漏えい痕は確認されなかった。 
 

図１：非常用ディーゼル発電機設備概念図 

→
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本資料での報告範囲 
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